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　平成 16 年４月に修善寺町、土肥町、天城湯ケ島町、中伊豆町の４町が合併して

誕生した本市は、合併に際して定めた「新市建設計画」を踏まえ、平成 18 年度か

ら平成 27 年度を計画期間とする「第１次伊豆市総合計画」を策定し、基本構想に

掲げた将来像「人あったか・まちいきいき・自然つやつや 伊豆市」の実現に向け、

豊かな自然や歴史的・文化的資産、道路交通体系の充実など、本市の有する地域

資源・優位性を最大限に生かしながら、世代を超えた支えあいと創造のまちづ

くりを進めてきました。

　この間、少子高齢化の急速な進行、人口減少社会の到来、経済のグローバル化

の進展、長引く景気の低迷など、地方自治体の運営を取り巻く環境は大きく変化

し、更に平成 23 年３月に発生した東日本大震災は、社会経済情勢の様々な分野

に大きな影響を与えたほか、危機管理の重要性など新たな視点によるまちづく

りの必要性を認識させられるものとなりました。

　こうした状況に加え、人口減少による税収の減少や社会資本の老朽化の進行

など、本市を取り巻く環境は、ますます厳しさを増しており、特に地方交付税の

逓減による財源の縮小や少子高齢化に伴う集落の維持については、多くの懸念

事項の中でも特に憂慮すべき問題となっています。その一方で、市民の価値観や

ライフスタイルの変化、地域コミュニティの希薄化などにより、市政に求められ

る役割がますます多様化・高度化していくものと考えられています。

　このような中、第１次総合計画が平成 27 年度で計画期間満了となったことか

ら、将来における本市のあるべき姿と進むべき方向についての基本的な指針と

なる新たな総合計画「第２次伊豆市総合計画」を策定いたしました。

　地方分権の進展により、自治体の自由度と責任が拡大されていく中で、財政の

健全性を維持しつつ、持続可能な行政運営を進めていくためには、限られた行財

政資源を有効に活用し、明確な意図をもった選択と集中による戦略的な視点が

求められます。

　このため、「第２次伊豆市総合計画」は、行政の掌握事項の全てを網羅的に位置

づけるのではなく、今後重点的に取り組むべき施策を明らかにした戦略性のあ

る総合計画として策定を図りました。
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　本計画は基本構想及び基本計画で構成し、計画期間は基本構想を 10 ヶ年、基

本計画を５ヶ年とします。

基本構想

基本計画

まちづくりの基本的な理念であり、

将来像と基本目標などを

示すものです。

基本構想における将来像や基本目標を

踏まえた施策の基本的方向や体系を

示すものです。

10 年間
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５年間

５年間

前期基本計画

基本構想

後期基本計画

平成 28 年 平成 32 年 平成 37 年
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　わが国の総人口は平成 20（2008）年を境に減少局面に入っていますが、本市で

は既に昭和 35（1960）年の 44,000 人からほぼ一貫して人口減少が続き、平成 22

年の国勢調査では 34,202 人となっています。少子高齢化も進み、平成 22 年の年

少人口（０～ 14 歳）は 10.6％、約１割に対し、高齢者人口（65 歳以上）は 31.6％と

３割を超えており、今後ますますその傾向が進むことが予想されています。

　人口減少・超高齢社会の到来は、個人消費の減退や経済成長の鈍化をはじめ、

地域の活力の低下に様々な面で多大な影響を及ぼすと考えられており、拡大・

成長を前提とした従来型の社会経済システムのあり方を根本から見直さなけれ

ばならない時期を迎えています。

　社会経済状況は大きく変化しています。こうした変化に対し、中長期的な視点

で積極的に対応し、市勢の発展を図っていくことが重要です。

社会潮流

人口減少と超高齢社会の到来１　
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観光交流客数の推移
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　世界的な金融危機をきっかけとするその後の景気の後退は、企業収益の低迷

による雇用環境の悪化や個人所得の減少など、日本経済にも極めて深刻な影響

を与えています。このような傾向が長期化した場合、さらなる産業の衰退や人口

の流出を招き、地域経済が疲弊する悪循環に陥る可能性が大いに懸念されます。

　こうした中で、地域経済の活力を維持・増進していくためには、地域資源を生

かした農林水産業、観光産業の振興のほか、次代を切り拓く新たな事業展開を従

来にも増して強力に推し進め、雇用の確保につなげることが求められています。

特に本市においては、東京五輪の競技開催市としての知名度の向上や訪日外国

人旅行者の増加、伊豆縦貫自動車道天城北道路の整備による高速交通へのアク

セスの改善といった大きなチャンスを生かし、温泉や自然、歴史・文化などの地

域資源にさらに磨きをかけ、国内外の人たちを迎える観光交流に力を入れてい

くことが重要となります。

地域産業の活性化と雇用の確保２　

　近年、気温の上昇や局地的な集中豪雨の多発など、地球環境の変化による影響

が日々の暮らしの中に及ぶようになり、世界全体で高環境負荷・エネルギー多

消費型社会・産業構造を抜本的に見直し、環境への負荷の少ない資源循環型社

会の構築に取り組む重要性が飛躍的に高まっています。

　次世代にかけがえのない豊かな地球環境を継承するためには、市民一人ひと

りが日々の暮らしにおいて、環境負荷の軽減に取り組む責任と役割をしっかり

と自覚し、森林の保全や里山の整備・活用、市街地の緑地保全、温室効果ガスの

排出削減、ごみの分別収集の徹底など、環境にやさしい活動を確実に実践するこ

とが求められています。

地球環境問題の解決に向けた取組の重要性３　
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　社会経済状況が急激に変化する中で、雇用環境が不安定となり、時代の先行き

の不透明感も加わって、生活をめぐる様々な不安の高まりが見られます。また、

急速な少子高齢化や地域における人間関係の希薄化、高齢者の孤独死など、新た

な社会問題が注目される中、日々の暮らしにおける安心・安全の確保を求める

ニーズが高まっています。

　高齢期の暮らしや健康をはじめ、市民が将来にわたり安心して生活を送るこ

とができるよう、個人・自治会・市民活動団体・事業者・行政などの地域社会

を構成する各主体がそれぞれの責任に応じた役割を果たし、互助の精神と信頼

に基づく助け合い、支え合いを中心とした取組に力を入れていくことが重要と

なります。

安心・安全な暮らしに対するニーズの高まり４　

　今後、さらに地方分権が進展し、市町村の権限と責任が拡大していく中では、

まちの活力の源である定住・交流人口の拡大や企業誘致などの面で、都市間競

争が激化していくと考えられます。このような状況下で、まちの持続性・自立性

を高めていくためには、従来にも増して各市町村の創意工夫により、地域経済の

活性化や自主財源の確保、住民満足度の向上に取り組む必要があります。

　しかし、その一方で、人口減少・超高齢社会の到来によって財政規模はさらに

縮小を余儀なくされるおそれがあり、また、行政サービスに対するニーズはます

ます多様化・高度化していくと考えられます。これらのニーズに行政だけで応

えていくのは、質的にも量的にも困難さを増していくと考えられます。

　日々の暮らしに直結する様々な地域の課題に迅速かつ的確に対応するために

は、自主的・自発的に課題解決に取り組む「市民力」と、地域が抱える問題・課題

に力を合せて解決に取り組む「地域力」を高めるとともに、様々な主体とのパー

トナーシップに基づく協働のまちづくりに取り組んでいくことが重要となりま

す。

地方分権の進展と協働の推進５　
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（１）人口減少への挑戦（１）人口減少への挑戦（１）人口減少への挑戦
　本市では、若い世代を中心とした市外への人口流出に歯止めがかからない

状態が続いています。子どもからお年寄りまで、誰もが住み慣れた地域でいき

いきと心豊かに暮らせるよう、産業の振興や魅力ある雇用の創出、子育て・教

育環境の充実、安心安全な生活基盤の整備等の推進により、次世代に誇りと自

信を持って継承できるまちの創造に向けた取組を果敢にチャレンジしていく

必要があります。

（２）安心・安全で心地よい生活環境の確保（２）安心・安全で心地よい生活環境の確保（２）安心・安全で心地よい生活環境の確保
　住み慣れた地域の中で、いつまでも安心・安全で心地よい毎日を送ること

ができるよう、暮らしの不安を解消するための取組を積極的に進めることが

求められています。各地域における魅力の創出や生活機能の強化により、人々

が集い、活発に交流する、人口減少社会にあっても揺るぎない持続的な発展が

可能なまちを形成するとともに、本市らしさを創出する源泉ともいえる、修善

寺温泉をはじめとする落ち着いた風情のある街並みやうるおいのある田園・

自然環境をいつまでも大切に守り続ける必要があります。

（３）産業競争力の強化（３）産業競争力の強化（３）産業競争力の強化
　元気・活気・やる気にあふれた経済活力の増進と、誰もがいつまでも暮ら

し続けたいと思えるまちを創造するため、水と緑に包まれた豊かな自然環境、

先人たちから大切に受け継がれてきた歴史・文化など、本市ならではの多彩

な地域資源を磨き上げるとともに、東京五輪の競技開催市としての知名度の

向上やブランド力を生かしながら、観光産業の振興や農林水産業の６次産業

化など、市外からより多くの所得を産み出すことができる産業競争力を強化

する必要があります。
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（４）広域交通網の活用による多様な交流・連携の推進（４）広域交通網の活用による多様な交流・連携の推進（４）広域交通網の活用による多様な交流・連携の推進
　交通は市民の暮らしのみならず、交流を推進する最も重要な基盤です。市内

においては、広域交通網である伊豆縦貫自動車道の一部となる天城北道路の

整備が進められ、インターチェンジの設置も計画されています。伊豆半島の中

央に位置し、交通の要衝となる本市は、そのチャンスを生かすとともに、その

効果を地域に広く波及させ、観光交流はもちろん、様々な分野での交流や連携

に取り組み、地域活力の向上につなげていく必要があります。

（５）地域独自のまちづくりの支援と推進（５）地域独自のまちづくりの支援と推進（５）地域独自のまちづくりの支援と推進
　本市には、豊かな自然をはじめ、温泉、歴史文化、食、おもてなしの心など日

本の本質とも言うべき地域資源が数多くあります。

　ふるさとへの深い誇りと愛情を醸成しながら、まちの魅力と格調を高める

ため、自然や伝統文化などの本市の良さを守り、育て、伝えていくための取組

を強化する必要があります。また、地域コミュニティの活性化に結びつくよ

う、地域独自のまちづくりを支援し、活動の輪を広げていくことが極めて重要

です。
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